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 ２０２６年５月１２日、タイ政府は商務省が提出した外国人事業法（Foreign Business Act:FBA）の規制対象    

事業の一部に対し外国人事業ライセンス（Foreign Business License :FBL）の取得を不要とする改正案を原則

認可した。法規制の重複を解消し、ビジネス運営の円滑化および国際競争力の強化を目標としている。 

 

 タイの外国人事業法では、規制対象となる事業を３つのカテゴリーに分け、合計４３の事業を規定し、外国企業

の参入を制限している。この規制において、第２種および第３種の事業については、商務省への許可申請を行

い、外国人事業ライセンス（FBL）を取得することで、外国人が株式の５０％以上、または全株式を所有すること

が可能となる。今回の改正案では、以下の９つの事業について、外国人事業法に基づく商務省の許可取得が

免除され、外国企業の参入が可能となる予定。 

対象事業 管轄する法・機関 

1.電気通信サービス事業 

自社ネットワークを保有しない「第 1 種電気通信事業ライセンス」に限定 

電気通信事業法 

国家デジタル経済社会委員会（NBTC） 

2.資金管理センター事業（トレジャリーセンター） 外国為替管理法 

タイ中央銀行 

3.担保付きの各種金銭貸付事業  証券取引法およびデリバティブ契約法 

証券取引委員会 

4.原資産・変数がデリバティブ契約法（2003 年）の対象外となる先物契約

の代理人・ディーラー・コンサルタントとしてサービス 

 

5.農産物先物取引事業  

6.石油掘消サービス事業（コンセッション取得事業者向け） エネルギー省 

7.総務、人事、情報技術管理サービス事業（グループ内の関連会社向け）  

8.国内限定の債務保証サービス事業（グループ内の関連会社向け）   

9 自動金融電子機器および自動販売機の設置スペース賃貸事業   

（従業員へのサービスと利便性向上を目的とするもの） 

 

 

 法的見解と実務上の留意点 

 当該法案は、外国企業に対してタイの事業分野を全面的に開放するのではなく、商務省との法的手続きの重

複を解消することを目的としている。外国人事業ライセンス（FBL）の申請は不要になるものの、各事業を管轄 

する主要機関の事業ライセンス取得や規制基準への準拠は従来通り必須である。 

 同法案は閣議了承済みであり、官報公布を経て２０２６年後半の施行が見込まれている。外国企業は正式施行

まで、従来の規定通りに許可申請等の手続きを行う必要がある。 

 なお、一部の事業別で重複許可が簡素化される反面、外国人事業を隠すためにタイ人の名義を利用する     

「ノミニー」問題については、今後も厳格な取り締まりを進める方針。 

タイの外国人事業法において、外国人の定義は次の通り。 

1. タイ国籍を持たない自然人 

2. タイ国内で登記されていない法人 

3. 資本の５０％以上を外国人（法人）が所有している法人  

4. 有限会社又は合名会社で設立されている場合で、経営者又は共同経営者が外国人の法人 


